
消防予第１２１号  

平成２１年３月２３日 

 

各都道府県消防防災主管部長 殿 

東京消防庁・各指定都市消防長 殿 
 

消防庁予防課長      

 

社会福祉施設等に係る防火対策の徹底及び緊急調査の実施について 

 

３月１９日深夜に発生した群馬県渋川市の有料老人ホームの火災（別紙１参照）

において死者１０名、負傷者１名の犠牲者が出たことは誠に遺憾です。 

当庁においては、火災発生後直ちに職員を現地に派遣し、関係機関とも協力の上、

調査を行っているところです。 

今後、類似の火災の発生を防止するために、有料老人ホーム等の社会福祉施設等に

対し、特に下記１の事項に留意の上、防火安全対策の徹底を図られますようお願いし

ます。また、併せて下記の２及び３により関係部局と連携して緊急調査を行うようお

願いします。 

各都道府県消防防災主管部長にあっては、貴都道府県内の市町村に対してその旨

周知するようお願いします。 

なお、本通知は、消防組織法第３７条の規定に基づく助言として発出するもので

あることを申し添えます。 

 

記 

 

１ 防火安全対策の徹底に係る留意事項 

（１）火災予防対策の徹底 

ア 喫煙等の火気管理が適切になされていること。 

イ 火災時において従業者による避難誘導、通報等がなされる体制が確保され

ていること。 

ウ 自力避難困難な者が入所しているものにあっては、その状況を確認し、基

準適合性を確認するほか、人数に応じて適切に避難誘導を行うことができる

体制が確保されていること。 

エ 階段、通路など避難経路が適切に管理されていること。 

（２） 消防法施行令改正に係る指導 

   改正後の令別表第一（６）項ロに掲げる防火対象物にあっては、４月１日から

防火管理者の選任、消防用設備等の設置に係る基準が強化されていることを踏

まえ、経過措置期間中のものにあっても消防用設備等の早期の設置を促進する

こと。 



（３）消防法令違反等の防火安全上の不備事項が認められた場合には、重点的に改善

指導を図るとともに、違反処理基準に基づき早急に所要の措置を講ずること。 

（４）建築基準法令等他部局が所管する法令について違反又はその疑いを発見した

場合は、当該法令所管部局への通報を徹底すること。 

 

２ 未届の有料老人ホームに対する緊急調査 

（１）調査対象 

防火対象物の全部又は一部を消防法施行令別表第一(６)項ロ（消防法施行

令の一部を改正する政令（平成１９年政令第１７９号）による改正後の消防

法施行令（以下「改正後の令」という。）別表第一（６）項ロ及びハ）に掲

げる用途に供しているもののうち、有料老人ホームであって、老人福祉法第

２９条による届出が未届けのもの。 

なお、調査の対象については、福祉部局との情報交換等の連携等により可

能な限り把握して実施すること。 

（２）調査内容 

別紙の調査様式１の各調査内容について調査を行い回答願います。 

なお、厚生労働省老健局振興課長から別添１のとおり、国土交通省住宅局

建築指導課長から別添２のとおり調査の依頼がなされているところであり、

福祉部局及び建築部局と連携を図りながら調査を行うようお願いいたしま

す。 

（３）回答要領 

ア 消防本部（東京消防庁・各指定都市消防本部を除く。） 

調査様式１（※別途メールにて送付します。）に必要事項を記入の上、都

道府県消防防災主管部まで回答願います。 

イ 都道府県及び東京消防庁・各指定都市消防本部 

調査様式１を活用し、管内各消防本部からの回答をひとつのシートに取り

まとめ、電子データにより消防庁予防課担当へ回答願います。 

ウ その他 

   各都道府県及び各消防本部は調査様式をマイクロソフトエクセルにて作

成し、ファイル名を「○○県」及び「○○県○○消防本部（局）」とし、送

付願います。 

（４）備考 

 ア 集計の関係上、数字データについては、半角で入力し、また、調査様式の

セルの結合等様式の変更は行わないようお願いします。 

 イ 調査様式のエラーチェックについては、１項目に回答が２以上記入されて

いる場合、記入漏れの場合、文字列入力となっていた場合等に表示されるこ

とが大半であると考えられますので注意願います。 

（５）回答期限  

  

 

平成２１年４月３０日（木） 

 



３ 社会福祉施設等のうち入所施設に対する緊急調査 

（１）調査対象 

防火対象物の全部又は一部を消防法施行令別表第一(６)項ロ（改正後の令

別表第一（６）項ロ及びハ）に掲げる用途に供しているもの（利用者の入所

を伴うものに限る）。 

（２）調査内容 

別紙の調査様式２の各調査内容について調査を行い回答願います（１によ

り緊急調査を行ったものも含めてご記入ください。）。 

（３）回答要領 

ア 消防本部（東京消防庁・各指定都市消防本部を除く。） 

調査様式２（※別途メールにて送付します。）に必要事項を記入の上、都

道府県消防防災主管部まで回答願います。 

イ 都道府県及び東京消防庁・各指定都市消防本部 

調査様式２を活用し、管内各消防本部からの回答をひとつのシートに取り

まとめ、電子データにより消防庁予防課担当へ回答願います。 

ウ その他 

   各都道府県及び各消防本部は調査様式をマイクロソフトエクセルにて作

成し、ファイル名を「○○県」及び「○○県○○消防本部（局）」とし、送

付願います。 

（４）備考 

 ア 集計の関係上、数字データについては、半角で入力し、また、調査様式の

セルの結合等様式の変更は行わないようお願いします。 

 イ 調査様式のエラーチェックについては、１項目に回答が２以上記入されて

いる場合、記入漏れの場合、文字列入力となっていた場合等に表示されるこ

とが大半であると考えられますので注意願います。 

（５）回答期限  

   

なお、改正後の令別表第一（６）項ロ及びハの区分毎の総数については、

様式２中当該欄のみ記入の上、

平成２１年５月２９日（金） 

平成２１年４月１０日（金）

 

までに回答をお

願いします。 

 

 

 

 
 総務省消防庁予防課 
  村井・塩谷・永瀬 

（e-mail：d.nagase @soumu.go.jp） 
  電話 03-5253-7523・FAX 03-5253-7533 



群馬県渋川市老人ホーム火災概要（第５報） 

 
消 防 庁  
平成２１年３月２３日 
１７時００分現在   

 
１ 発生日時等 

発生時刻：平成２１年３月１９日２２時４５分ごろ 
覚知時刻：平成２１年３月１９日２２時５５分 
鎮圧時刻：平成２１年３月２０日００時３３分 
鎮火時刻：平成２１年３月２０日０１時１４分 

 
２ 発生場所 
  住  所：群馬県渋川市北橘町八崎２３３５－９ 
  建物名称：静養ホーム たまゆら 
  用  途：令別表第一（６）項ロ 
 
３ 建物概要 
  構  造：木造（本館、別館１、別館２） 
  階  数：平家建て（本館、別館１、別館２） 
  延べ面積：本 館：１１８．４１㎡ 

別館１：１８８．８１㎡ 
別館２： ８０．６８㎡ 

 
４ 死傷者等 
（１）人的被害 

   死者  １０人（男６人、女４人） 
   負傷者  １人（中等症 男１人 熱傷） 

※ 出火当時、１６名の入所者、１名の職員が建物内にいた。 
（２）建物被害 

   本館：全焼、別館１：全焼、別館２：半焼、その他隣接建物３棟：部分焼 
 
５ 火災原因等 
  調査中 
 
６ 消防用設備等 
  消火器 

別紙１ 



７ 防火管理状況 
  防火管理者：選任済み（平成１９年４月１２日届出） 

消防計画 ：作成済み（平成１９年４月１２日届出） 
 
８ 最新の立入検査 
  調査中 
 
９ 消防庁の対応 
  ３月２０日（金） 
    ００時４５分：渋川広域消防本部から第１報受領 
    ０１時００分：渋川広域消防本部から第２報受領 

消防庁第一次応急体制 
０８時００分：消防法第３５条の３の２の規定に基づき消防庁長官の火災原因調査

を発動し、消防庁職員５名を現地派遣 
  ３月２３日（月） 
   ・ 各都道府県消防防災主管部長等あてに消防庁予防課長から「社会福祉施設等に係

る防火対策の徹底及び緊急調査の実施について」（平成２１年３月２３日付け消防

予第１２１号）を通知し、防火対策の徹底と緊急調査について依頼したところ。 
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別記様式1-1

調査様式２

社会福祉施設等に係る実態調査結果

都道府県名 消防本部名

基準適合

設置なし 設置あり 違反なし 違反あり 設置なし 設置あり 違反なし 違反あり 設置なし 設置あり 違反なし 違反あり 設置なし 設置あり 違反なし 違反あり 設置なし 設置あり 違反なし 違反あり 設置なし 設置あり 違反なし 違反あり 義務なし 違反なし 違反あり 義務なし 違反なし 違反あり 義務なし 違反なし 違反あり 義務なし 違反なし 違反あり 義務なし 違反なし 違反あり 違反なし 違反あり なし あり なし あり
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老振発第０３２３００１号 

平成２１年３月２３日 

 

各都道府県民生主管部（局）長 殿 

 

 

 

厚生労働省老健局振興課長       

     

      

      

 

未届の有料老人ホームの届出促進及び防火安全体制等の緊急点検について 

 

 

去る３月１９日夜、群馬県渋川市の高齢者が入居する施設において火災が発生し、本日

現在１０名の入居者が死亡するという痛ましい事故が発生した。高齢者が入居する施設に

おいて火災が発生した場合には、甚大な被害につながるおそれがあり、それを未然に防止

することが必要である。 

また、群馬県によれば、当該施設は有料老人ホームに該当する可能性がある施設として

実態を調査中であったが、老人福祉法に基づく届出は行われていなかったとの報告を受け

ている。 

こうした状況にかんがみ、下記の通り有料老人ホームに該当する施設の届出促進及び防

火安全体制等の緊急点検を行うとともに、適切に指導を行うようお願いする。 

 

 

記 

 

１ 未届の有料老人ホームの届出促進 

現に把握している有料老人ホームに該当しうる施設であって老人福祉法に基づく届

出が行われていないもの（以下「未届施設」という。）について、早急に実態把握を行

い、有料老人ホームに該当する場合には、早急に届出を行うよう当該施設の設置者を

指導していただきたい。 

この場合においては、「有料老人ホームの届出促進等に関する総合的な取り組みの徹

底について」（平成１９年３月２０日付け厚生労働省老健局計画課長、振興課長通知。

別添１参照。）を踏まえ、未届施設の解消が重要であることから、有料老人ホームに該

当する場合にはまず届出を行った上で、適切な運営が行われるよう指導していただき

たい。 

 

２ 未届施設の防火安全体制及び処遇状況等の緊急点検 

 未届施設の実態把握等と合わせて、当該施設における消防用設備等の状況や避難通

009554
テキストボックス
別添１



報体制等の防火安全体制について点検するとともに、入居者に対する処遇の状況等に

ついて確認されたい。 

この場合において、防火安全体制や入居者に対する処遇等について不適切と認める

場合には、必要な指導を行われたい。 

点検に当たっては、総務省消防庁予防課長及び国土交通省住宅局建築指導課長より

別添２、別添３のとおり通知が発出されているので、消防部局及び建築部局等とも十

分に連携を図った上で点検を行うとともに、他部局が所管する法令について違反又は

その疑いを発見した場合には、当該所管部局に速やかに情報提供されたい。 

 

３ 結果の報告 

１の未届施設の件数については、平成２１年３月２７日（金）までに別紙１により

報告されたい。 

また、１の指導及び２の緊急点検の結果については、平成２１年４月３０日（木）

までに別紙２により報告されたい。 

 

 

 



別紙１ 
 

都道府県名       

 

 

未届施設の件数等について 

 

 

１ 平成 19 年 2 月 26 日時点の未届施設数              件 

 

 

２ 現在の施設数 

  施設数 定員数 

有料老人ホームの届出済み施設 

件 人

 うち平成 19 年 2 月 26 日時点の未届施設

件 人

現に把握している有料老人ホームに該当しうる施設

であって届出が行われていないもの（未届施設）（Ａ） 件 

 

 うち平成 19 年 2 月 26 日時点の未届施設

件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

都道府県名       

 

未届施設の緊急点検・指導の結果 

 

１ 未届施設に対する届出の指導状況 

  施設数 

未届施設（別紙１のＡ欄の施設数） 
件

 
有料老人ホーム該当施設 

件

 
 

有料老人ホーム

の届出済み施設 件

 
 届出指導中施設 

件

 
非該当 

件

 

２ 防火安全体制及び入居者の処遇等に関する指導件数 

  施設数・主な指導内容 

未届施設（別紙１のＡ欄の施設数） 
件

 防火安全体制に関する指導件数 件

 主な指導内容 

 

入居者の処遇等に関する指導件数 件

 

 主な指導内容 

別紙２ 

















国住指第４８９７号 

平成２１年３月２３日 

 

各都道府県建築主務部長 殿 

 

国土交通省住宅局建築指導課長 

 

 

未届の有料老人ホームに係る緊急点検について 

 

 

３月１９日に群馬県渋川市の老人ホームにおいて発生した火災により死者１０名、負傷

者１名の犠牲が出たことは、誠に遺憾である。 

この火災については、現在関係当局により原因等の究明が行われているところであるが、

かかる火災の被害を防止するため、消防部局及び福祉部局と連携を図りながら、下記によ

り未届の有料老人ホームの状況について緊急に立入検査等をお願いする。 

なお、貴管内特定行政庁に対して、この旨を周知するとともに、貴都道府県において貴

管内特定行政庁における点検結果をとりまとめて、当職まで報告をお願いする。 

 

記 

 

１．点検対象 

建築基準法別表第一（い）欄（二）項に掲げるもののうち、有料老人ホームであって、

老人福祉法第２９条による届出がなされていないものとする。 

なお、点検対象については、福祉部局との情報交換等の連携等により可能な限り把握す

ること。 

 

２．報告事項 

別記様式のとおり。 

 

３．報告期限 

平成２１年４月３０日（木）時点の状況について平成２１年５月１２日（火）までに下

記担当に報告すること。 

 

４．その他 

別添１のとおり消防庁予防課長から都道府県消防防災主管部長等あてに、別添２のとお

り厚生労働省老健局振興課長から都道府県民生主管部（局）長あてに、それぞれ通知され

ているので、点検に当たっては、これを参考に消防部局及び福祉部局と十分に連携を図ら

れたい。 

また、１．の点検対象以外の施設についても、消防部局及び福祉部局から建築基準法令

009554
テキストボックス
別添２



に違反している又は違反している疑いがある旨の通報があった場合には、必要に応じて立

入調査等により事実を確認の上、是正指導等を行うこと。 

 

 

 

担 当：国土交通省住宅局建築指導課建築物防災対策室 阿部、岡島、森川 

電 話 03-5253-8111（内線39-567、39-569） 

ＦＡＸ 03-5253-1630 

mailto okajima-t24m@mlit.go.jp 

morikawa-t2dq@mlit.go.jp 

 



別記様式

建築基準法令への適合状況

　　うち是正済みのもの

「１．点検対象」に該当するもの

　　うち建築基準法令に関する違反を
　　把握したもの

　　うち是正指導を行ったもの

未届の有料老人ホームに係る緊急点検結果

都 道 府 県 名

担 当 部 課 （ 係 ） 名

担 当 者 名

件数（件） 割合（％）

連 絡 先 （ 電 話 ）

メ ー ル ア ド レ ス




